様式第１号（第９条第１項）

茨城県小規模企業支援融資（雇用促進等支援分）認定申請書

年　　　月　　　日
　
　（認定機関の長）　　　　　　　殿
個人名・法人名                     

代表者　　　　　　　　印

現住所

県内事業所の所在地

連絡先電話
下記により融資を受けたいので、融資条件等の認定を申請します。
記

１　業　　種　　　　　　　　（主たる事業内容）
２　資 本 金
３　従 業 員（パートを除く）　　　　　人
４　営業開始　　　　　年　　　月から
５　県内事業所における営業　　　　　年　　　　月から
６　融資の申込内容
(1) 申請金額　　　　　　千円（内訳）設備　　　　　千円・運転　　　　　千円
(2) 融資期間　設備　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
　　　　　　　　運転　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
(3) 融資利率　年　　　　パーセント（保証無　年　　　　パーセント）

(4) 返済方法　元金均等割賦
(5) 融資を受ける時期　　　　　　年　　　　月
(6) 融資希望金融機関　　　　　　銀行・信用金庫・信用組合　本・　　　　支店

(7) 資金使途（具体的に）
添付書類

１　許認可等の必要な業種にあっては、許可証等の写し

２　県税納税証明書（県税に未納がないことを証する納税証明書）

３　設備資金にあっては、見積書又は契約書の写し

４　事業計画書（添付様式）

添付様式
茨城県小規模企業支援融資（雇用促進等支援分）事業計画書

年　　　月　　　日　
個人名・法人名

代　　表　　者

１　事業拡大等の内容（第３条第１項に該当する場合）
	

	

	


※　事業拡大等とは，生産・販売能力の増強等を実施することをいう。
２　事業拡大等に伴う人材確保の内容（第３条第１項に該当する場合）
(1)　雇用増加計画

	雇用形態
	申請日より６か月前の従業員数
	雇　用　増　加　計　画

	
	
	申請時の従業員数
	雇用見込者数

	正　　規
	人
	人
	人

	パート等
	人
	人
	人

	計
	人
	人
	人


（注）常時使用する従業員数を記載すること。

(2)　中高年齢者（満45歳以上）の雇用予定の有無　　有　・　無

(3)　雇用予定時期　　　　　　　年　　　月　　　日
３　茨城県障害者雇用優良企業の認定の状況（第３条第２項第１号に該当する場合）
ア　認定番号　認定　第　　　号
イ　有効期間　　　　　年　　月　　日から３年間
（注）有効期間内の認定証の写しを添付すること。
４　パートナーシップ構築宣言及び公表状況（第３条第２項第２号に該当する場合）
ア　宣言年月日　　　年　　月　　日
イ（公財）全国中小企業振興機関協会運営ポータルサイトへの掲載（掲載済の場合は☑）：□
掲載URL:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）パートナーシップ構築宣言の写しを添付すること。
５　リスキリング推進宣言の公表状況（第３条第２項第３号に該当する場合）
ア　宣言年月日　　　年　　月　　日
イ　リスキリングポータルサイトへの掲載（掲載済の場合は☑）：□

　　　掲載URL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）リスキリング推進宣言書の写しを添付すること。
６　茨城県働き方改革優良（推進）企業の認定の状況（第３条第２項第４号に該当する場合）
　　　ア　認定番号　優良／推進認定　第　　号
　　　イ　有効期間　　　　　年　月　日から２年間
（注）有効期間内の認定証の写しを添付すること。
７　茨城県外国人受入優良企業・先進企業の認定状況（第３条第２項第５号に該当する場合）
ア　認定番号　優良／先進認定　第　　号
イ　有効期間　　　　　年　　月　　日から
認定した日から起算して３年が経過した日の属する年度の末日まで
（注）有効期間内の認定証の写しを添付すること。
様式第２号（第９条第２項）

茨城県小規模企業支援融資（雇用促進等支援分）認定書

記号第　　　　　号　

年　　　月　　　日　
（申　請　者）　　殿

（認定機関の長）　　印　
年　　月　　日付けで申請のあった茨城県雇用促進等支援融資について、融資条件等に該当することを認めます。
記

１　申請金額　　　　　　　千円（内訳）設備　　　　　千円・運転　　　　　千円

２　融資期間　　設備　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
　　　　　　　　運転　　　年　　　月（うち据置期間　　　年　　　月）
３　融資利率　　年　　　　パーセント（保証無　年　　　　パーセント）

４　返済方法　　元金均等割賦
５　資金使途
（注）１　この認定書にかかわらず、取扱金融機関の審査の結果、融資を受けることが適当でないと認められるときは、融資を受けられないことがあります。
２　取扱金融機関により融資を受けることができる場合であっても、この認定書に記載された融資条件等の範囲内で、融資金額、融資期間等の融資条件等が変更されることがあります。
　　　　　また、この認定書に記載された融資条件等以外の融資条件等については、要項に記載されたもののほか、すべて取扱金融機関又は保証協会所定の条件によることとなります。

３　この認定書の有効期間は、概ね１か月です。

様式第３号（第１３条第３項）

茨城県小規模企業支援融資（雇用促進等支援分）雇用実績報告書
年　　月　　日　
（認定機関の長）　　　　　　　　　殿

個人名・法人名　

代表者　　　　　　　　印

現住所

県内事業所の所在地

連絡先電話
　　　　年　　月　　日付けで提出した茨城県雇用促進等支援融資認定申請書に基づく実績は、下記のとおりです。

記

１ 事業拡大等の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  ※　施設・設備の拡大状況や新規雇用者の業務内容等を具体的に記入してください。
２　新規雇用の実績
 (1)　新規雇用者数 

	申請時の雇用者数
	現在の雇用者数
	雇　用　実　績

	（Ａ）
	（Ｂ）
	（Ｂ－Ａ）

	
	
	

	人
	人
	人


    （注）計画と実績に差がある場合はその理由を記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 (2)　中高年齢者（満45歳以上）の採用実績　　　　　　　　有　・　無
添付書類
新規雇用者に係る「健康保険・厚生年金保険被保険者資格届等の確認通知書」又は「雇用保険被保険者資格取得届等確認通知書」の写し
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